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平成27年度

事務事業調書

係 児童家庭係
決裁者 神谷徹

石川美帆子起案者
子育て支援課課

母子生活支援施設入所事業 市民サービス事務事業名

事業No

１ 事業概要

法律などで実施が義務付けられているもの性質区分

2 健康で安心して暮らせる環境づくり
2 社会福祉
4 ひとり親家庭福祉
9 上記施策以外の施策
9 上記施策以外の施策

総合計画体系

一般会計

15-10-10

2-2-4-9-9

無法定受託事務

関連する総合計画の施策

総合計画以外の計画

予算科目(款・項・目)

予算科目(会計)

有

全部委託

開 始

有

無陳情・市民要望

公約・議会答弁

実施期間

実施方法

根拠法令

ＤＶ,虐待から緊急避難できる相談・受け入れ体制を充実します。

平成元年度

委託先

児童福祉法第２３条、安城市児童福祉法施行細則、安城市母子・女性緊急避難保護事業要綱

期 間終 了26年目経 過

その他(社会福祉法人)

２ 事業費(千円)、人員推移(人)

女性相談を通じてＤＶ、経済困窮等により母子生活支援施設への入所が必要と思われる母子世帯に施設への入
所手続きを行い、一時的に施設での生活をすることにより、社会への自立を支援します。
また、経済的な理由により入院助産を受けることができない妊婦に対して、助産施設へ入所して助産を受ける
ための支援をします。

事務事業の内容

誰(受益者)が求める成果
（目的）

保護するとともに、自立に向けての支
援を行う。

～になる

DVを受けた母と子、母子で生活困窮によ
り児童福祉に欠ける者を

平成２５年４月、安城市母子・女性緊急避難保護事業を開始しました。配偶者等の暴力から避難するために緊
急に保護が必要な母子及び女性を一時的に宿泊施設に保護する体制を整備しました。
平成２５年度に、『安城市児童虐待及びＤＶ対応マニュアル』を作成し、職員間のＤＶ対応の統一化を図りま
した。

改善・対策の履歴

人事課予算分
人件費

（従事職員数）

職員人件費

受益者負担金

一般財源

その他

市債

県支出金

国庫支出金

財
源
の
内
訳

財源計

総事業費

項　目

 0

 1,260

 25

 3,410

 25

 0

 3,125

 6,249

 12,809

 14,069

（実績）

平成24年度

 0

 3,150

 0

 2,591

 0

 0

 4,244

 8,487

 15,322

 18,472

（実績）

平成25年度

 0 0

 4,095 4,095

 0 1

 4,006 4,349

 0 1

 0 0

 3,708 4,250

 7,119 8,500

 14,833 17,100

 18,928 21,195

（実績）（予算）

平成26年度

 0

 5,355

 0

 4,110

 1

 0

 4,000

 8,000

 16,111

 21,466

（予算）

平成27年度

事業種別

(0.20) (0.50) (0.65)(0.65) (0.85)

1



３ 各活動にかかるコスト

件数(件数)

母子・女性緊急避難保護
件数

件数(件数)

措置している件数活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活
動
３

活
動
２

活
動
１

活動にかかるコスト

活動の総事業費

実績

見込

 0.00活動にかかるコスト

 0活動の総事業費

 0.00実績

 0.00見込

 2,813.80活動にかかるコスト

 14,069活動の総事業費

 5.00実績

 3.00見込

平成24年度年度

 324.00

 324

 1.00

 1.00

 3,024.67

 18,148

 6.00

 3.00

平成25年度

 0.00

 0

 0.00

 1.00

 6,309.33

 18,928

 3.00

 5.00

平成26年度

 1.00

 5.00

平成27年度

４ 成果指標と実績の推移

 0.00

指標名(単位)

一時保護後に母子生活支援施設に入所した母子の割
合(％)

目標成果指標値

成
果
２

成
果
１
目標達成年度 達成達成状況

 83.00実績

 30.00目標

平成24年度年度 平成25年度

 30.00

 60.00

達成 達成

 33.00

 30.00

平成26年度

 30.00

平成27年度

５ 成果１、２以外の成果
女性相談時の対応として、本人の意向を尊重し、配慮した対応をしています。

成
果

６ 各活動にかかるコストと成果の分析
内部の取組や外部要因が与えた影響、課題等

昨年度と比較すると措置件数は減っていますが、前年度から引き続き入所している母子もおり、年間入所延べ人数は年々増
加し、そのため事業費が増えています。母子の安全を考えると迅速に対応することが必要ですが、女性相談は年々増え続け
ており、新規の相談では今後の支援を決めるまでに相談を繰り返すため時間を要します。
また今年度は助産施設への入所者が２名あったことで、事業費が増えました。

母親と面談し、母子で自立が図れるように今後の支援方針を決定していきます。母親の意向により支援方針は異なります
が、母親の意向としては、母子生活支援施設ではなく近親者の支援を受け自立を目指す方がいるのも現状です。身近に支援
者がおらず経済困窮である母子については、安心・安全な生活を送り、自立への支援が受けられる母子生活支援施設への入
所に繋げることができています。
また、女性相談における施設希望者の中には、母子生活支援施設の入所の対象とならないケースもありました。

成
果

活
動
コ
ス
ト

７ 所属長の改善案

コスト・成果について、事業の分析を踏まえた具体的な改善案

母子の安心、安全が確保され、自立に向けた支援が提供される母子生活支援施設に入所した母子が、できるだけ早く自立できる
よう施設と連携し支援していきます。また、経済的な理由により入院助産の必要な妊婦に対して、助産施設への入所をして支
援していきます。

８ 方向性

母子の安心、安全を確保し、関係部署と連携しながら、母子の自立に向けての支援を継続していきま
す。

必要性、効率性、有効性を踏まえた事業の方向性

維持・継続

目標達成年度 目標成果指標値

目標

実績

達成状況

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

2
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平成27年度

事務事業調書

係 児童家庭係
決裁者 神谷徹

岩瀨由紀子起案者
子育て支援課課

子育て短期支援事業 市民サービス事務事業名

事業No

１ 事業概要

特定の市民や団体を対象にしたもの性質区分

2 健康で安心して暮らせる環境づくり
2 社会福祉
3 子育て支援
2 保育サービス
2 保育内容の充実

総合計画体系

一般会計

15-10-10

次世代育成支援事業

2-2-3-2-2

無法定受託事務

関連する総合計画の施策

総合計画以外の計画

予算科目(款・項・目)

予算科目(会計)

有

全部委託

開 始

無

無陳情・市民要望

公約・議会答弁

実施期間

実施方法

根拠法令

平成17年度

委託先

児童福祉法第６条、安城市子育て短期支援事業実施要綱

期 間終 了10年目経 過

その他(社会福祉法人)

２ 事業費(千円)、人員推移(人)

児童を養育している保護者が疾病等の社会的な事由や父子家庭が仕事等により、家庭において児童の養護が一
時的に困難になった場合に児童福祉施設（２歳未満を豊橋ひかり乳児院、２歳以上を岡崎平和学園、なかよし
こよしと委託契約）において一定期間（原則７日以内）養育をします。

事務事業の内容

誰(受益者)が求める成果
（目的）

養育困難な児童を預けることができる。

～になる

一時的に養育が困難な人が

平成２３年１０月には市内に平成２３年７月に開所した児童養護施設「なかよしこよし」を入所先に追加しま
した。
平成２７年度から近隣市の児童福祉施設（２歳未満をひよこハウス、２歳以上をプティビラージュ、オリーブ
と委託契約）でも利用できるように入所先を増やせるよう調整しました。

改善・対策の履歴

人事課予算分
人件費

（従事職員数）

職員人件費

受益者負担金

一般財源

その他

市債

県支出金

国庫支出金

財
源
の
内
訳

財源計

総事業費

項　目

 0

 315

 11

 6

 11

 0

 0

 5

 22

 337

（実績）

平成24年度

 0

 630

 16

 3

 16

 0

 14

 0

 33

 663

（実績）

平成25年度

 0 0

 441 945

 0 1

 0 58

 0 1

 0 0

 0 28

 0 0

 0 87

 441 1,032

（実績）（予算）

平成26年度

 0

 441

 1

 47

 1

 0

 26

 26

 100

 541

（予算）

平成27年度

事業種別

(0.05) (0.10) (0.07)(0.15) (0.07)

1



３ 各活動にかかるコスト

延べ利用人数(人)

一時保護人数活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活
動
３

活
動
２

活
動
１

活動にかかるコスト

活動の総事業費

実績

見込

活動にかかるコスト

活動の総事業費

実績

見込

 84.25活動にかかるコスト

 337活動の総事業費

 4.00実績

 2.00見込

平成24年度年度

 110.50

 663

 6.00

 4.00

平成25年度

 0.00

 441

 0.00

 4.00

平成26年度

 2.00

平成27年度

４ 成果指標と実績の推移

 0.00

指標名(単位)

保護が必要な児童に保護できた場合(％)

目標成果指標値

成
果
２

成
果
１
目標達成年度 達成達成状況

 100.00実績

 100.00目標

平成24年度年度 平成25年度

 100.00

 100.00

達成 未達成

 0.00

 100.00

平成26年度

 100.00

平成27年度

５ 成果１、２以外の成果
利用についての問い合わせは２件ありました。

成
果

６ 各活動にかかるコストと成果の分析
内部の取組や外部要因が与えた影響、課題等

利用の問い合わせはあったものの、親族が養護することで対応することができ、利用者はありませんでした。

２歳未満児を受け入れる施設が遠かったため、近隣の施設にて受け入れが可能となるよう調整しました。また、あわせ
て２歳以上の受け入れ施設についても近隣市の施設で受け入れられるよう調整し、施設の都合で利用できないことがないよ
うに体制を整備しました。成

果

活
動
コ
ス
ト

７ 所属長の改善案

コスト・成果について、事業の分析を踏まえた具体的な改善案

支援を必要とする児童の家庭が利用できるよう、本事業についてＰＲをし周知を図ります。

８ 方向性

児童の養育環境を整えることが必要であり、支援が必要な児童がいつでも利用できるよう事業を継
続して実施していきます。

必要性、効率性、有効性を踏まえた事業の方向性

維持・継続

目標達成年度 目標成果指標値

目標

実績

達成状況

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

2
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平成27年度

事務事業調書

係 児童家庭係
決裁者 神谷徹

古賀美紀野起案者
子育て支援課課

児童扶養手当支給事務 定型事務事務事業名

事業No

１ 事業概要

法律などで実施が義務付けられているもの性質区分

2 健康で安心して暮らせる環境づくり
2 社会福祉
4 ひとり親家庭福祉
3 生活支援
1 経済的支援

総合計画体系

一般会計

15-10-10

次世代育成支援行動計画

2-2-4-3-1

児童扶養手当認定等事務有法定受託事務

関連する総合計画の施策

総合計画以外の計画

予算科目(款・項・目)

予算科目(会計)

有

直営

開 始

無

無陳情・市民要望

公約・議会答弁

実施期間

実施方法

根拠法令

昭和36年度

委託先

児童扶養手当法

期 間終 了54年目経 過

２ 事業費(千円)、人員推移(人)

父又は母と生計を同じくしていない児童を養育している方に手当を支給することにより、児童の福祉増
進を図るものです。
手当額（消費者物価指数の変動により手当額が改定されます）
・全部支給４２，０００円第２子加算５,０００円第３子以降加算１人につき３,０００円
・一部支給４１，９９０円から９，９１０円　第２子からの加算については全部支給の場合と同額（受給
者の所得及び扶養義務者の所得によって変動します）
手当についての説明、受付、認定及び支払を行います。

事務事業の内容

誰(受益者)が求める成果
（目的）

～になる

平成２２年８月分から父子家庭にも支給開始しました。
平成２３年４月から手当額が０．４％減額。障害年金の子の加算が拡大されたことで、子の加算額と調整し
た金額の児童扶養手当の支払いを行うことになりました。法改正により平成２６年１２月から年金併給を開
始しました。
平成２４年４月から手当額が０．３％減額しました。
平成２５年１０月から年金特例水準解消により０．７％減額、平成２６年４月から０．３％減額また、平成２
７年４月から２．４％増額しています。

改善・対策の履歴

人事課予算分
人件費

（従事職員数）

職員人件費

受益者負担金

一般財源

その他

市債

県支出金

国庫支出金

財
源
の
内
訳

財源計

総事業費

項　目

 0

 9,135

 0

 326,964

 0

 0

 0

 161,634

 488,598

 497,733

（実績）

平成24年度

 0

 10,395

 0

 329,591

 0

 0

 0

 166,099

 495,690

 506,085

（実績）

平成25年度

 0 0

 14,805 11,088

 0 0

 320,326 347,054

 0 0

 0 0

 0 0

 160,479 173,333

 480,805 520,387

 495,610 531,475

（実績）（予算）

平成26年度

 0

 13,293

 0

 347,155

 0

 0

 0

 173,333

 520,488

 533,781

（予算）

平成27年度

事業種別

(1.45) (1.65) (2.35)(1.76) (2.11)

1



３ 各活動にかかるコスト

受給件数(件)

手当受給者件数活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活
動
３

活
動
２

活
動
１

活動にかかるコスト

活動の総事業費

実績

見込

活動にかかるコスト

活動の総事業費

実績

見込

 375.08活動にかかるコスト

 497,733活動の総事業費

 1,327.00実績

 1,320.00見込

平成24年度年度

 375.43

 506,085

 1,348.00

 1,340.00

平成25年度

 370.69

 495,610

 1,337.00

 1,366.00

平成26年度

 1,430.00

平成27年度

４ 成果指標と実績の推移
指標名(単位)

目標成果指標値

成
果
２

成
果
１
目標達成年度 達成状況

実績

目標

平成24年度年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

５ 成果１、２以外の成果

成
果

６ 各活動にかかるコストと成果の分析
内部の取組や外部要因が与えた影響、課題等

受給者件数は、平成２５年度から若干減りましたが、年金併給等法改正や手当月額の改定に伴うシステム改修や窓口応
対、また、平成２７年１０月稼動の新システムに向けての作業等もあり、活動コストは増加しています。

成
果

活
動
コ
ス
ト

７ 所属長の改善案

コスト・成果について、事業の分析を踏まえた具体的な改善案

平成２７年１０月稼動の新システムに対応するため、事務処理マニュアルを改良し、係内職員に研修を行い、適切な手当の支
給ができるようにします。また、マイナンバー制度導入に伴う事務に支障が出ないようにします。

８ 方向性

・関係部局との連携を密にし、手当制度の啓発、申請受付、認定通知等が迅速に行えるようにしま
す。
・父子家庭にも手当を支給しています。

必要性、効率性、有効性を踏まえた事業の方向性

維持・継続

目標達成年度 目標成果指標値

目標

実績

達成状況

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

2
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平成27年度

事務事業調書

係 庶務係
決裁者 神谷徹

小坂将幸起案者
子育て支援課課

児童手当支給事務 定型事務事務事業名

事業No

１ 事業概要

法律などで実施が義務付けられているもの性質区分

2 健康で安心して暮らせる環境づくり
2 社会福祉
3 子育て支援
4 児童の健全育成
3 子育ての経済負担の軽減

総合計画体系

一般会計

15-10-10

次世代育成支援行動計画

2-2-3-4-3

無法定受託事務

関連する総合計画の施策

総合計画以外の計画

予算科目(款・項・目)

予算科目(会計)

有

直営

開 始

無

無陳情・市民要望

公約・議会答弁

実施期間

実施方法

根拠法令

平成元年度

委託先

児童手当法

期 間終 了26年目経 過

２ 事業費(千円)、人員推移(人)

中学３年生までの児童に対して、３歳未満は一律１５，０００円／月。３歳以上小学校終了
前の第１子、２子は１０，０００円／月。第３子以降は１５，０００円／月。中学生は一律１０，００
０円／月。児童の年齢にかかわらず、所得制限以上の受給者は５，０００円／月。６月、１０月、２月に前月
分までを定期支払いしています。毎年、６月に児童手当の継続にあたり現況届の提出を行っています。（主た
る生計者が公務員の場合を除く。）事務事業の内容

誰(受益者)が求める成果
（目的）

～になる

特にありません

改善・対策の履歴

人事課予算分
人件費

（従事職員数）

職員人件費

受益者負担金

一般財源

その他

市債

県支出金

国庫支出金

財
源
の
内
訳

財源計

総事業費

項　目

 0

 0

 0

 0

 0

 0

 0

 0

 0

 0

（実績）

平成24年度

 0

 5,607

 0

 490,492

 0

 0

 567,465

 2,698,940

 3,756,897

 3,762,504

（実績）

平成25年度

 0 0

 6,930 7,560

 0 0

 556,471 569,992

 0 0

 0 0

 558,779 566,548

 2,626,163 2,667,019

 3,741,413 3,803,559

 3,748,343 3,811,119

（実績）（予算）

平成26年度

 0

 9,450

 0

 563,474

 0

 0

 560,500

 2,639,600

 3,763,574

 3,773,024

（予算）

平成27年度

事業種別

(0.00) (0.89) (1.10)(1.20) (1.50)
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３ 各活動にかかるコスト

期限内提出件数(件)

児童手当業務（現況届）

支払対象児童数(人)

児童手当業務（定時・随
時支払）

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活動名
(活動内容)

指標名
(単位)

活
動
３

活
動
２

活
動
１

活動にかかるコスト

活動の総事業費

実績

見込

 0.00活動にかかるコスト

 0活動の総事業費

 0.00実績

 0.00見込

 0.00活動にかかるコスト

 0活動の総事業費

 0.00実績

 0.00見込

平成24年度年度

 0.36

 6,159

 17,167.00

 18,500.00

 10.81

 3,756,345

 347,572.00

 350,000.00

平成25年度

 0.51

 8,258

 16,085.00

 18,000.00

 10.79

 3,740,085

 346,759.00

 350,000.00

平成26年度

 17,000.00

 350,000.00

平成27年度

４ 成果指標と実績の推移
指標名(単位)

目標成果指標値

成
果
２

成
果
１
目標達成年度 達成状況

実績

目標

平成24年度年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

５ 成果１、２以外の成果

成
果

６ 各活動にかかるコストと成果の分析
内部の取組や外部要因が与えた影響、課題等

特にありません。

成
果

活
動
コ
ス
ト

７ 所属長の改善案

コスト・成果について、事業の分析を踏まえた具体的な改善案

平成２４年度に子ども手当から児童手当へ変更となり、子ども手当支給事務から児童手当支給事務事務を移行して対応していき
ます。

８ 方向性

児童手当法に基づいて支給されるものであり給付内容について方向性を選択できるものではない
が、システム化を充実することにより受付－認定までの迅速化を図ってきました。
平成２２年度から平成２４年度まで子ども手当支給事務に移行しました。

必要性、効率性、有効性を踏まえた事業の方向性

維持・継続

目標達成年度 目標成果指標値

目標

実績

達成状況

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)
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